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研究要旨 

 先行研究よりアルコール依存症者で当初減酒を治療目標にしていながら、治療期間中に断酒に至っ

ている者は一定数おり、減酒を治療の入り口としながら結果として断酒している群が存在することが

示されている。2019年 3 月に減酒薬ナルメフェンが処方可能となり、より一層飲酒量低減を入り口と

した治療の広がりの可能性が期待される。減酒外来を初診後に断酒に至ったケースでは「減酒に取り

組んでいるうちに飲酒の意味に疑問を感じるようになり断酒しようと思った」「飲酒の背景にある孤独

感や周囲に対する不信感に気づき、飲む以外の解決策を探したいと思った」「在宅勤務でスケジュール

が変わったことで飲酒が止められなくなった。生活リズムを意識することで断酒ができた」「飲酒しな

い日を作ったらうつが良くなったので、断酒を続けたい」など、断酒に至る様々な背景が述べられ

た。 

  

 

Ａ．研究目的 

先行研究によれば、外来治療を行ったアルコ

ール依存症患者で当初減酒を治療目標にしてい

ながら 12 ヵ月後には断酒している者を 10.0%に

認め，当初から断酒を治療目標にして断酒でき

ている者は 21.2%であった(Adamson, 2010)と報

告しており、減酒を治療の入り口としながら、

結果として断酒している群が存在することが示

されている。 

本研究では 2017 年 5月に開設された、アルコ

ール使用障害(ICD-10 の診断基準でアルコール依

存症に該当する者を含む)に対して減酒の治療目

標を許容することを前面にアピールした「減酒

外来」受診者のうち、外来受診期間中に断酒に

至った例を収集・分析し、背景因子を明らかに

することを目的としている。 

アルコール依存症の治療目標は原則的に断酒

とするべきであるため、断酒に導きやすいケー

スの背景因子が明らかになることで、患者との

治療方向性の意思決定に関する対話においてエ

ビデンスに基づいた知見からアドバイスが可能

となり得る。 

 

Ｂ．研究方法 

 2019 年 4月から 2020 年 3月に久里浜医療セン

ター減酒外来を受診した 128名に対して、初診

時に人口統計学的データ、ICD-10 アルコール依

存症診断基準該当項目数、AUDIT、飲酒習慣、

K10 スコアなどを聴取した。転帰調査として、初

診後 3ヶ月(±1ヶ月)、６ヶ月(±2 ヶ月)の飲酒

習慣、K10 スコアを聴取した。観察期間中に断酒

の意思を表明した者の、断酒に至った背景やき

っかけについて聴取した。 

（倫理面への配慮） 



55 

 

 減酒外来受診者の効果検証についての調査

は、久里浜医療センター倫理委員会の承認を得

ている。 

 

Ｃ．研究結果 

１.人口統計学的データ 

対象期間(2019 年 4月〜2020年 3 月)の減酒外

来の受診者数は 128例(男性 97 例 年齢 47.4±

13.2 歳、女性 31 例 年齢 44.3±9.8 歳)であっ

た。初診時の調査拒否例 11 例を除き、以降の調

査は男性 85例、女性 26 例に行った。 

  居住地域は久里浜医療センターのある神奈川

県内が 49 例(44.1%)県外が 62例(55.9%)であっ

た。 

 学歴は大学院卒 11例(9.9%)、大学卒 57 例

(51.4%)、大学在学中 4例(3.6%)、専門学校卒 11

例(9.9%)、短大卒 3例(2.7%)と比較的高等教育

より上の学歴を持つ者が多かった。 

 同居家族のいる者が 93 例(83.8%)、同居家族

のいない者が 18 例(16.2%)であった。 

 職業状態は在職中が 101 例(91.0%)、退職後が

(3.6%)と職業状態が安定している者が多かっ

た。 

 治療中の身体的合併症がある者は 34例

(30.6%)で代謝系疾患が 26 例、消化器系疾患が 5

例、肝疾患が 7例、循環器疾患が 1 例であっ

た。また治療中の精神的合併症がある者は 22例

(19.8%)で、F3 が 10例、F4が 5 例、F8 が 4 例、

その他が 3例であった(複数回答可)。 

2. 飲酒習慣 

 AUDIT スコアは男性で 18.1±7.0、女性で 19.8

±6.5 例であった。 

 ICD10 のアルコール依存症候群該当項目数は 6

項目が 5 例(4.6%)、5 項目が 3例(2.8%)、4 項目

が 13 例(12.0%)、３項目が 14例(13.0%)、２項

目が 14 例(13.0%)、１項目が 20 例(18.5%)、0項

目が 39 例(36.1%)であった。アルコール依存症

に該当した例は診断基準該当項目数が得られた

108 例中 35例(32.4%)であった。 

 初診時の DRL(Drinking Risk Level)は、男性で

0が 12 例(14.3%)、Low(平均飲酒量 1-40g/day)が

16例(19.0%)、Middle(41-60g/day)が15例(17.9%)、

High(61-100g/day) が 24 例 (28.6%) 、 Very 

High(101g-/day)が 17 例(20.2%)であった。女性

では 0が 8例(22.9%)、Low(1-20g)が 2例(5.7%)、

Middle(21-40g/day) が 3 例 (8.6%) 、 High(41-

60g/day)が 4 例(11.4%)、Very High(61g-/day)が

9 例(25.7%)であった。 

 過去 28 日あたりの非飲酒日数は男性で

9.2±10.5 日、女性で 8.5±8.7 日であった。過去

28 日あたりの大量飲酒(男性 60g 以上、女性 40g

以上)日数は、男性で 12.6±11.4 日、女性で

13.4±10.3 日であった。 

 初診時の K10 スコアは男性 16.6±6.5、女性で

21.7±7.8 であった。 

3. 飲酒習慣の転帰調査 

 初診時のエントリーが男性 85 例、女性が 26例

のうち、３ヶ月後(±1 ヶ月)の外来継続者が男性

27 例(31.8%)、女性が 9例(34.6%)であった。6ヶ

月後(±2 ヶ月)では男性 16 例(18.8%)、女性 5 例

(19.2%)であった。経過が追えた例で、男性の受診

前 1週間の総飲酒量は初診時 432.8±88.4g、3ヶ

月後が 290.1±60.0g(p=0.038)、6 ヶ月後が 293.9

±55.2g(p=0.046)と初診時に比較して有意な飲

酒量の減少が見られた。女性では 1 週間の総飲酒

量が初診時 308.9±79.5g、3 ヶ月後が 150.6±

45.8g(p=0.028)と総飲酒量の有意な低下を認め

た。28 日あたりの大量飲酒日数は有意差が認めら

れなかった。 

 

4. 減酒外来受診のうち断酒に至ったケース 

 症例① 

50 歳男性 会社員 

主訴：飲酒による暴言、飲みたい衝動 

家族構成：妻、長男、長女と同居。 

生活歴：22歳で四年制大学を卒業後、会社員。 
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既往歴：特記なし。 

現病歴：大学在学中より機会飲酒にてブラックア

ウトを経験した。22歳時、会社就職時に大量飲酒

し、急性アルコール中毒にて入院。50 歳時、上腕

二頭筋腱断裂にて仕事ができなくなり、昼から飲

酒するようになった。飲酒量のコントロールがで

きず、酩酊時の家族への暴言がみられた。飲酒し

ていない時には、また飲酒したくなった。X 年 9

月 26 日に久里浜医療センター減酒外来を受診し

た。 

飲酒パターン：平均的な飲酒量は焼酎

(25%)300ml＝60g、週末には焼酎(25%)300ml＋酎

ハイ(9%)500ml＋ビール 350ml=110g。過去 28 日

間の非飲酒日なし。 

生化学検査：AST/ALT/GTP- 21/31/63 

AUDIT:23/40 点 

ICD-10 診断基準該当項目数：３項目該当。アル

コール依存症 

方針：飲酒は続けたいとの希望あり。

Nalmefene10mg の処方を行い、レコーディングを

勧めた。 

初診後経過：Nalmefene は胸部不快感が出現した

ため中止した。以降はレコーディングにて酒量

を意識しながら、週 2 回の 80g 程度の酒量に減

少した。一方で非飲酒時の飲酒衝動を自覚し、

断酒を意識するようになった。 

X＋1 年 2 月より断酒をしたいとの希望が聞かれ

acamprosate1998mg の処方を開始した。以降「飲

酒をする意味がないことに気づいた」と断酒を

継続。「飲酒は昔のこと」「飲酒には不利益があ

った」と述べた。非飲酒時の衝動が和らいでい

る実感があり、断酒を継続している。 

 

症例② 

44 歳 男性 事務職 

主訴：酒量が増えている。 

家族構成：母と同居。 

生活歴：22歳で 4 年制大学を卒業後、35 歳まで

飲食業に従事し、その後は会社事務。 

現病歴：20代よりウイスキーロック 300ml 程度

の習慣飲酒。30 代より焼酎 500ml 程度を飲酒す

るようになった。40歳代より非飲酒日が作れな

くなり、X年 4月 20日に当院減酒外来初診し

た。 

飲酒パターン：平均的な飲酒量はビール

(5%)350ml＋酎ハイ(9%)350ml＋日本酒

(12%)360ml＋焼酎(20%)300ml=120g、過去 28 日

間の非飲酒日なし。 

生化学検査：AST/ALT/GTP 29/27/42 

AUDIT: 22/40tenn 

ICD-10 診断基準該当項目数：3項目該当。アル

コール依存症。 

方針：減酒を選択。飲酒量 60g /日を目標とし、

レコーディングを勧めた。 

初診後経過：X＋1年 3 月、１年間レコーディン

グを継続。休肝日 2日/週、平日は 60gの飲酒量

にできるが、休前日は 100g となった。レコーデ

ィングがブレーキになっていた。 

X＋2 年 8 月、「人から裏切られる経験から孤独感

を感じ、人間不信の感覚を消すために飲酒して

いる」と語り、人間関係の捉え方についての話

題が中心となった。対人関係の距離の取り方に

ついて認知的アドバイスを与え、またリラクゼ

ーション法を日常に生かすことを勧めた。 

X＋3 年 10 月、「日々、感謝の気持ちを自覚する

ことでポジティブな気持ちに慣れた」と同時に

断酒をするようになり、以降断酒を継続してい

る。 

Ｄ．考察 

 治療目標としての減酒の方向性を許容した減

酒外来の受診者層は、従来のアルコール外来を

受診する層と比較して若年であった。参考程度

に 2014 年の久里浜医療センターの入院アルコー

ル依存症治療プログラムの対象者の平均年齢を

挙げると、男性が 56.5±13.5歳、女性 47.8±

13.9 歳であった。入院時の年齢であるため単純
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比較はできないが、減酒外来受診者の方が早い

段階で飲酒問題を相談できる場につながること

が可能となった可能性が示唆される。 

 人口統計学的データでは、高学歴者、同居家

族あり、現在の職業状態が安定しているケース

が多くを占めており、背景の社会機能が安定し

ていることが予想された。またアルコール依存

症の診断基準に合致する者は 32.4%に留まり、受

診者のうち半数以上はアルコール依存症の診断

閾値下の層が半数以上を占めていた。これらの

ことから社会機能の安定かつアルコール使用障

害としても軽症の群が減酒をアピールした外来

診療のメインターゲットとなることが推測され

た。 

 飲酒習慣の転帰調査では、およそ 20％弱の対

象者のフォローアップに留まり、通院中断例の

多さが課題と思われた。これには当院通院への

利便性の悪さや、そもそも軽症のため通院の必

要性を感じなくなった、あるいは減酒(断酒)に

挫折し通院中断につながったかもしれない。通

院中断の背景の分析や、同時に通院継続の支援

について更なる工夫を要すると思われた。 

 一方で受診を継続して断酒に至った者の例を

見ると、経過の中で「なぜ飲酒が多量になった

のか」を振り返りながら、断酒に至る充分な理

由を得たケースを経験した。その理由は各人で

様々であり、本人の能動性を重視しつつ自身が

納得する形で断酒継続に至れたことが、以降の

長期の安定に寄与するように思われた。 

  

E. 結論 

 減酒を入り口として治療に関わり経過中に断

酒の治療方向性に変わる例は、緩やかな目標設

定の中で能動性を持って断酒に至ることができ

たと思われる。今後症例の集積を行い、減酒治

療のマニュアル作成時の参考資料として用いた

い。 

Ｆ．健康危機情報 

 該当なし 
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ョンのアディクション予防・治療への応用 ハ

ームリダクションをベースにした治療」 

アルコール・薬物依存関連学会合同学術総会 
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Ｈ．知的所有権の取得状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 

 

 


